
ＴＰＰ交渉における国会決議の遵守を求める意見書 

 

ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉については、首席交渉官会合や日米二国間

協議などが継続して実施され、４月から５月にかけてはＴＰＰ閣僚会合や日米

首脳会談の開催が報じられるなど、重要な局面を迎えている。 

交渉参加国のこれまでの協議では、日米など二国間、あるいは米国と新興国

との間などに隔たりの大きい分野もあり、また交渉進展の鍵を握るとされる米

国のＴＰＡ（貿易促進権限）法案の米国議会への提出も、当初報じられていた

１月から大きくずれ込むなど、依然として先行きが不透明な点が多い。 

わが国ではＴＰＰに関して、平成 25 年４月の衆参農林水産委員会において、

「米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物などの農林水産物の重要品目に

ついて、引き続き再生産可能となるよう除外又は再協議の対象とすること」、「交

渉により収集した情報については、国民への十分な情報提供を行い、幅広い国

民的議論を行うよう措置すること」などとする決議を行っている。 

一方で、国民への十分な情報提供や国民的議論もないまま、１月下旬以降、

米や牛肉・豚肉など、農林水産物の重要品目に関する特別輸入枠の新設や関税

引き下げ等の具体的なマスコミ報道が相次ぎ、農業などの生産現場や高知県を

初めとする地方県民の間には、不安の声も広がっている。 

よって、国におかれては、重要５品目を守り、国民に十分な情報提供を行う

とした国会決議を遵守するとともに、食の安全やＩＳＤ条項など、国民の暮ら

しや命にかかわる重要課題について、国民の不安を招くことのないよう、毅然

とした交渉姿勢を貫き通すことを要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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